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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
韓国は日本や南欧と並んで家族主義福祉レジームの代表例であり、家族政策関連の
社会支出は従来小さかった。しかし21世紀に入り、特殊合計出生率の深刻な低下が生
じると保育政策の拡充が急速に進み、社会支出に占める家族政策関連支出の割合は20
13年には11.6％と、他の家族主義レジームの国々の倍に達した。このような韓国にお
ける保育政策の展開が、どのような政治的ダイナミズムによって実現したのかを明ら
かにするのが、本論文の主たる目的である。 
崔氏が政策の形成期として着目するのが、盧武鉉政権（2003-2008年）である。盧
武鉉政権は、2004年嬰幼児保育法を全面改正し、保育をすべての子供の権利として確
立した。その改正過程をリードしたのは女性団体、女性部、女性議員たちであった。
そしてそのような女性の権力資源動員を可能にしたのは、盧武鉉大統領による制度改
革であった。保育政策を保健福祉部から女性部に移管し、その権限を拡大した。また
女性クォータ制の導入によって女性議員の数が飛躍的に増加した結果、保育政策に関
わる女性委員会の大半は女性が占めることになった。 
李明博政権（2008-2013年）は新自由主義的政策指向をもち、小さな政府を目指し
たにもかかわらず、保育政策はむしろ拡大した。その背景として、崔氏は、保育政策
をめぐって与野党間で手柄争いの政治が繰り広げられたからであると指摘する。李明
博政権は、保育バウチャー制度を導入することで便益を可視化し、また養育手当に対
する所得制限を撤廃するなどして、自らの政権の手柄を誇示したのである。 
朴槿恵政権は普遍的福祉を提唱し、無償保育を3-5歳児保育だけではなく、0-2歳児
保育にまで拡大したが、他方において3-5歳児保育は義務教育同様に地方教育庁の管
轄であるとし、財源調達を地方の責任で行うことを求める。これを崔氏は、制度の継
承発展を装いながら、実際には政策責任を放棄したものであると指摘する。 
崔氏の分析は単一事例分析であるため一般化が困難であり、また概念の使用法にお
いてややアドホックな印象を受けるところもあるが、先行研究の成果を踏まえたうえ
で、近年注目を集めている韓国の保育政策に取り組んだわが国初の本格的研究であ
り、盧武鉉、李明博、朴槿恵、各々の政権の政策展開の特徴と異同を明確化すること
に成功している。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成29年2月2日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
